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	対応法規項目

	労働基準法三十八条の三



＜参照：労働基準法＞
第三十八条の三 　使用者が、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、次に掲げる事項を定めた場合において、労働者を第一号に掲げる業務に就かせたときは、当該労働者は、厚生労働省令で定めるところにより、第二号に掲げる時間労働したものとみなす。 

一 　業務の性質上その遂行の方法を大幅に当該業務に従事する労働者の裁量にゆだねる必要があるため、当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして厚生労働省令で定める業務のうち、労働者に就かせることとする業務（以下この条において「対象業務」という。） 
二 　対象業務に従事する労働者の労働時間として算定される時間 
三 　対象業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し、当該対象業務に従事する労働者に対し使用者が具体的な指示をしないこと。 
四 　対象業務に従事する労働者の労働時間の状況に応じた当該労働者の健康及び福祉を確保するための措置を当該協定で定めるところにより使用者が講ずること。
五 　対象業務に従事する労働者からの苦情の処理に関する措置を当該協定で定めるところにより使用者が講ずること。 
六 　前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

 　前条第三項の規定は、前項の協定について準用する。 
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１．目的　
当社の専門業務型裁量労働制に関する労働基準法第三十八の三に定められた「健康・福祉措置規定」について、労使協定の円滑な運用を目的としてこの規定を定める。
当社が、実施する「健康・福祉措置」は次の処置とする。
２．在社時間の把握
所属長は、○○○○○○○○により、対象従業員の在社時間を従業員自身が把握できるようにする。

　　　　【注意：フレックスタイム制度では、使用者が労働時間を把握する義務があるが、裁量労働制では使用者側の義務はきびしいものではありません。労働時間の把握方法は、労使で話し合い決めてください。また、メンタルヘルスケア指針でも、長時間労働者の産業医検診は、労働者自身の申告に基づくものとされています。この部分が、先日提案させていただいた「労使協定　第６、７条」と一緒に検討課題になります。】

３．自己健康診断

対象従業員は、基本的に３ヶ月に1回自己の健康状態について所定の「自己診断カード」（添付資料１）に記入の上、所属長に提出をしなければならない。
所属長は、上記の「自己診断カード」の結果が「○○点以上」だった場合に、速やかに対象従業員ごとに健康状態についてヒアリングを行う。

　　　　【注意：この自己健康診断は、メンタルヘルスケアを中心に実施しています。】
４．産業医による検診

所属長は、上記３及び４の結果をとりまとめ、従業員が産業医の検診を希望する場合、または所属長が問題あると判断した場合に産業医の検診を実施する。
この結果、産業医が必要と認めるときは、次の処置を実施する。
　　　　①　定期健康診断とは別に、特別健康診断を実施する

　　　　②　特別休暇を付与する。

　　　　【注意：特別休暇は有給休暇の消化日程とするか、有給休暇とは別に付与するのか検討が必要です。法の趣旨は、とにかく休ませなさいということです。】
５．相談室の設置

精神・身体両面の健康についての相談室を総務部内に設置する。この相談室の責任者は、総務部長とし、開設は当該労働者の申し出てきた場合に随時開設する。

６．代償休日の付与
対象労働者が、休日労働を行った場合に、労働が行われた休日は、所定の休日割増賃金の割増し分を支払うとともに「代償休日（＝代休）」を付与する。代償休日の月日は当該労働者が決定する。
【注意：割増し分だけですので、１．３５ではなくて０．３５です。また、深夜労働の場合通常は、残業の１．２５＋０．２５＝１．５と計算しますから、０．２５のみです】
７．特別研修の実施

　所属長は、当該労働者の中から研究業績優秀者を選び、特別研修を実施させることができる。

１）　研究業績優秀者の決定
所属長は、毎年年度末までに当該労働者の中から研究業績優秀者を選び、社長の承認を得て決定する。

２）　特別研修の予算と実施時期

特別研修は、翌年度中に実施する。また、特別研修の予算は、社長が毎年年度当初に決定するものとする。

３）　特別研修の期間

特別研修の期間は、○日間とするが、自己の有給休暇をその期間中に取ることを妨げるものではない。ただし、有給休暇期間とした時期に起きた傷害・事故等は公務による傷害・事故（労働災害）とは認めない。
【注意：有給休暇期間以後は、また事故があった場合は業務上の傷害・事故として労災上は扱われます。その点は、通勤の場合と異なります。】

４）　特別研修の訪問範囲

特別研修の訪問範囲は、予算内であれば国内国外を問わないものとする。ただし、必要な場合は、定められた予算に自己資金を加えて計画を立て、実施しても良いものとする。

５）　「特別研修計画」と研修者の決定方法
特別研修者候補者は、研究業績優秀者で「特別研修計画」を提示した者の中から互選で選ぶものとする。
ただし、「特別研修計画」は、今後の研究のさらなる発展の基礎となる内容とするが、必要であれば、従来の研究の実証内容でも良いものとする。
６）　特別研修の実施と報告
特別研修に必要な手配は、すべて当該従業員が行うものとする。実施された特別研修は、３ヵ月以内にその成果をまとめ所属長に報告するものとする。

７）　特別研修の有効期限

決定された特別研修は、定められた年度内に実施するものとして、延期は認められない。

以　上

【解説：先日提出させていただいた「労使協定のご提案」の内容に沿う形で、提案させていただきました。ただし、｢従業員｣｢労働者｣の用語が未統一です。】








































































































































































































































